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（Revealed Comparative Advantage）を用いて明らかにすることである。RCA 指数を用い
た国際競争力に関する先行研究としては、Balassa （1965）のほか、松本・花崎（1989）に










 本稿の構成は、以下のようなものである。まず、第 1 節で、本稿の方法論について、国際
競争力の指標として用いる 2 種の顕示比較優位指数（RCA 指数）について述べたのち、本
稿で使用するデータについて説明する。次に、第 2 節で、中国、米国、日本各国の産業の世
界全体に対する国際競争力の推移について、各国の産業の世界に対する顕示比較優位指数


































     第 1 図 中国と米国の財貿易   
 
出所：IMF, Direction of Trade Statistics より筆者作成 
 
     第 2 図 中国と日本の財貿易 
 
出所：第 1 図と同じ 
 
       第 3 図 日本と米国の財貿易 
 


























この定義による RCA を、ある国のある産業（品目）における世界全体に対する RCA と呼
び、第 2 節の分析に用いる。 
r 国の s 国への i 財の輸出額をxi
rsとするとき、世界の貿易シェアに対する自国の相手国に














第 3 節では、この RCA の定義を用いて、中国の産業別（品目別）対米国 RCA、および中国
の産業別（品目別）対日本 RCA を計測する。1 
 
 本稿では、WTO の国際貿易統計から 2 種類のデータを用いる。一つは、第 2 節において
中国、米国そして日本の 3 国の各産業の世界全体に対する顕示比較優位指数を求める際に
使 用 す る WTO の 国際貿 易 統 計 で あ る。 2 こ の デ ー タ セ ッ ト は、 国 連の 分 類 基 準
 
1 なお、自国の輸出シェアに対する自国の相手国に対する輸出シェアの比率として定義すると


















分類が網羅されているわけではないが、1980 年から 2018 年までの長い期間のデータの利
用が可能であるという利点がある。 
 もう一つは、WTO の Bilateral Trade であり、第 3 節で中国、米国、日本における各産業
別（品目別）輸出相手国別の顕示比較優位指数 RCA を計測するために用いた。このデータ
セットは、細かい産業分類についての各国の相手国別貿易のデータが得られるが、利用可能
なデータが 1996 年から 2017 年と短い期間に限られている。本稿では、輸出入統計品目番
号（HS コード）の 2 桁表の 97 類を 21 の部にまとめた分類を用いた。 
以下では、まず大まかな産業分類で中国、米国、日本の産業の世界に対する比較優位を比








変化を概観する。前節で述べた WTO の 1980 年から 2018 年までのデータを用いて、各国
の産業の世界に対する顕示比較優位指数 RCA 












の推移をみる。         
本節では、WTO のデータから長期にとれるものとして、農林水産業、鉱業、製造業とい
う大きな分類でみる。以下の図は、中国、米国、日本の対世界の顕示比較優位指数 RCA の
推移を表したものである。ここで、AG は農林水産業、MI は鉱業、MA は製造業である。 
まず中国についてみると、1985 年までは、農林水産業 AG と鉱業 MI の RCA は１を上回
りかつ上昇しており、特に AG の RCA は、ピークとなる 1985 年には 1.68 に達している。
しかし、1985 年以降、AG と MI の RCA は低下していく。ただし、農林水産業 AG の RCA
は低下しつつも 1994 年までは 1 を上回っており、比較優位を有している。対照的に、中国




次に米国についてみると、米国の農林水産業 AG と製造業 MA の顕示比較優位指数 RCA
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は、データがカバーする 1980 年から 2018 年の期間において継続的に１を上回っている。
また、米国の農林水産業の RCA は、アメリカの IT バブルの時期に当たる 1997 年から 2002
年の期間を除けば、製造業の RCA を上回っていることがわかる。米国の鉱業 MI の RCA
は、1980 年代、1990 年代は、0.5 未満に留まっていたが、2000 年代以降上昇傾向にあり
2018 年には 0.89 と１に近づいており、優位性を高めてきている。 
最後に日本についてみると、農林水産業 AG と鉱業 MI の RCA は 1980 年代、1990 年代
は 0.1 前後と非常に低い値を示しているが、2000 年以降は、両者ともわずかながら上昇し
ており、鉱業は 0.3 前後まで上昇している。製造業 MA は、1980 年代の初期に示した 1.7
台の RCA 値から 1990 年代末まで低下傾向にあったが、2000 年代に入って以降、１.3 から
1.4 前後の RCA を保ち国際競争力を維持している。 
以上のことから、中国、米国、日本の 3 か国いずれにおいても製造業の対世界 RCA が 1
を超えており、製造業に比較優位があることがわかる。このことは、3 か国が製造業部門の
輸出において競争的な位置にあることを意味している。しかし、米国と日本の製造業の対世
界 RCA の値は上昇しておらず、中国の製造業の対世界 RCA のみが趨勢的に上昇している
ことが明らかになった。また、この 3 か国中、米国は唯一農林水産業の対世界 RCA が 1 を























第 4 図 中国の対世界 RCA 
 
出所：WTO より筆者算定 
      第 5 図 米国の対世界 RCA 
 
出所：第 4 図と同じ 
      第６図 日本の対世界 RCA 
 














































本節で用いるデータの産業分類は、第 1 表にまとめている。第 1 節で述べたように、本
稿では、輸出入統計品目番号（HS コード）の 2 桁表の 97 類を 21 の部にまとめた分類を採
用している。 
第１表の分類の第 1 部から第３部は、前節の分析に用いた「農林水産業」に対応する3。
第 5 部の鉱物性生産物は、第 2 節で扱った「鉱業」に対応する。第 5 部を除く第 4 部から
第 21 部の 17 部門は、第 3 節の「製造業」に対応する。 
 第 2 節の分析から明らかになったように、中国、米国、日本の 3 か国の製造業における
世界に対する顕示比較優位指数 RCA は、いずれも 1 を超えており、その意味で競争的であ
るが、中国の製造業の対世界 RCA は他の 2 国と異なり上昇している。製造業のどの部門に
おける国際競争力が上昇しているのかを見やすくするため、製造業を、「軽工業」「素材型重
工業」「組み立て型重工業」の 3 つに分類した4。製造業については、第 9 図、第 10 図およ






3 HS コードでは、木材およびその製品は第 9 部に分類されているため、製造業に分類され
る。 
 
4 軽工業には、第 4 部、第 8 部、第 9 部、第 10 部、第 11 部、第 12 部が含まれる。 
素材型重工業には、第 6 部、第 7 部、第 13 部、第 14 部、第 15 部が含まれる。 
組み立て型重工業には、第 16 部、第 17 部、第 18 部、第 19 部が含まれる。 
第 20 部（雑品）と第 21 部（美術品、骨董等）は省略した。 
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対する顕示比較優位指数 RCA を農林水産物、鉱業生産物、製造業生産物の順にみていく。 
第１部から第 3 部の農林水産物の対米国 RCA は、第 1 部（動物及び同生産物）は 1996
年の 0.35 から 2008 年の 0.47 まで上昇したが、その後低下を続け 2017 年には 0.29 にまで
落ち込んでおり、比較優位を有していない。第 2 部（植物性生産物）は 0.15 前後、また、
第 3 部（動物性・植物性油脂）は 0.01 から 0.04 の間で推移しており、比較優位は全く有し
ていないことが明らかである。（第 7 図） 
次に、第 5 部の鉱物性生産物の対米国 RCA は、1996 年から 1998 年は 0.1 程度であった
ものが低下していき、2017 年には 0.01 にまで落ち込んでおり、比較優位は全く有していな
いことがわかる。（第 8 図） 
中国の製造業の対米国 RCA については、「軽工業」「素材型重工業」「組み立て型重工業」
の順にみていく。中国の軽工業の対米国 RCA は、第 4 部（調整食料品、飲料等）と第 10 部
（木材パルプ、古紙等）を除いて、観察期間（1996 年から 2017 年）を通じて１を上回り国
際競争力を持っている。特に、第 12 部（履物、帽子、羽毛製品など）は 2001 年まで RCA
が 10 を超えており、圧倒的に高い国際競争力を有していた。その後、第 12 部の RCA は低
下するが、2016 年においても RCA は 4 を超えている。同様に、第 8 部（皮革・毛皮、同製
品等）の RCA は 2001 年まで 4 を超えており、その後緩やかに低下するが 2017 年におい
ても 2 を超えている。第 11 部（繊維）は、中国の軽工業の中でも 2000 年以降対米 RCA を
上昇させている点で特異であったが、2011 年に 2.51 を記録して以降低下傾向にあり、2017
年時点で 1.97 となっている。（第 9 図） 
中国の素材型重工業では、観察期間を通じて対米国 RCA が１を上回っているのは第 13
部（石・セメント・雲母等を材料とする製品等）のみであり、２から 1.6 へと趨勢的には低
下傾向を示しながらも、比較優位を維持している。中国の素材型重工業で次に対米国 RCA
が高いのは、第 7 部（プラスチック・ゴム及び同製品）であり、1 前後で推移している。過
剰生産能力が問題となっていた鉄鋼を含む第 15 部（卑金属及び同製品）は、対米国 RCA が
1 未満ではあるが、0.6 程度から 0.85 まで上昇している。また、第 6 部（化学工業の製品）
の対米国 RCA は 0.5 未満で、比較優位を有していないことがわかる。（第 10 図） 
 中国の組み立て型重工業では、第 16 部（機械および電気機器及び同部品）の対米国 RCA
の上昇が最も顕著である。1996 年には 0.9 程度であったが、2000 年に 1 を超えて上昇し 2
に迫っている。しかし、直近は低下傾向がみられる。対照的に、第 18 部（光学機器・精密
機器等及び同部品）の対米 RCA は、1996 年は 1.1 であったが、2000 年代に入って低下し
ていき、2017 年には 0.65 まで落ちている。現在、技術革新が目覚ましく競争の激しい自動
車産業を含む第 17 部（車両・航空機・船舶及び同関連品）の対米国 RCA は徐々に上昇し
ているが、1996 年の 0.12 から 2017 年の 0.35 とその上昇は大きくはなく、またそのレベル
も１を大きく下回り、比較優位を有しているとは言えない。（第 11 図） 
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        第 8 図 中国の鉱業生産物の対米国 RCA 
 





































      第 9 図 中国の軽工業品の対米国 RCA 
 
出所：第 7 図と同じ 
      第 10 図 中国の素材型重工業製品の対米国 RCA 
 
出所：第 7 図と同じ 
     第 11 図 中国の組み立て型重工業製品の対米国 RCA 
 

















































 中国の農林水産物の対日本 RCA についてみると、1990 年代後半は、第 1 部（動物及び
その生産物）は２、第 2 部（植物性生産物）は 1.5 から 1.7 で推移していたが、2000 年代
に入ると両方とも低下していく。第 1 部は 2006 年まで、第 2 部は 2005 年までは、対日本
RCA は１を超えていたが、それ以降は 1 未満で低下しており比較優位を失っていることが
わかる。（第 12 図） 
 中国の鉱業生産物の対日本 RCA をみると、1996 年、1997 年には 0.6 を超えていたが、
その後低下して 0.06 前後になっており、比較優位をなくしている。（第 13 図） 
 農林水産物と鉱業生産物の対日本 RCA の変化の傾向は、対米国 RCA の変化と同じであ
るが、レベルは日本に対する RCA の方が大きい。 
 次に、製造業について、対米国 RCA の時と同じように、「軽工業」「素材型重工業」「組み
立て型重工業」の順にみていく。中国の軽工業製品の対日本 RCA は、第 10 部（木材パル
プ、古紙等）を除いて、観察期間（1996 年から 2017 年）を通じて１を上回り国際競争力を
有している。第 11 部（繊維）、第 12 部（履物等）と第 8 部（皮革等）の対日本 RCA は、
それぞれ 5 から 3、4 から 2.5、2.5 から 4 の間を変動しており、高い比較優位を有してい
る。対米国の RCA と比べて大きく異なるのは、第 11 部（繊維）の対日本 RCA が対米国の
RCA よりも高い値をとっており、軽工業の中で最も国際競争力のある部門であることであ
る。対米国 RCA では、第 12 部が最も高い値を有していた。（第 14 図） 
 中国の素材型重工業で、唯一対日本 RCA が 1 を上回り比較優位を有しているのは、第 13
部（石・セメント・雲母等を材料とする製品等）である。これは、対米国 RCA においても
同じであった。第 13 部以外の産業は対日本 RCA が 1 未満であり比較優位を有していない。
鉄鋼を含む第 15 部（卑金属等）が 1996 年の 0.58 から 2017 年の 0.88 へと上昇しているの
も対米国 RCA と同じである。素材型重工業の対日本 RCA で対米国と異なるのは、第 7 部
（プラスチック・ゴム等）である。第 7 部は、対米国 RCA では第 13 部に次いで RCA 値が
高く、1996 年当初から 1 前後で推移していたが、対日本 RCA では 1996 年時点では 0.35
であったのが 2017 年には 0.87 と上昇している。（第 15 図） 
 中国の組み立て型重工業については、第 16 部（機械・電気機器及び同部品）が 1996 年
の 0.5 から 2017 年の 1.5 まで大きく上昇して国際競争力を強めているのは、対米国と同様
である。対米国 RCA と異なる点は、第 18 部（光学機器・精密機器等及び同部品）の RCA
が対米国では 1 以上から 1 未満へと大きく低下したのに対し、対日本では、一貫して 0.9 前
後を保っていることと、第 19 部（武器等）の対米国 RCA は 1996 年から 2012 年の間に上






対しては 2005 年までは競争力を有しており、その後競争力を失った。 
 鉱業生産物については、中国は日米両国に対して比較優位を有さずかつ RCA 指数を低下
させている。相対的にみると、日本に対する RCA 値が高い。 
 製造業についてみると、中国は、日米両国に対して 2017 年に至るまで軽工業の第 12 部
（履物等）、第 11 部（繊維）、第 8 部（皮革等）に強い国際競争力を有している。（対米
RCA11~2、対日 RCA5~2.5）しかし、日本に対するこの３部門の RCA 指数は 2010 年代に
入って低下しており、米国に対しては、1996 年以降、第 12 部の RCA が急激に低下してい
る。素材型重工業では、中国は、第 13 部（石・セメント・雲母等）に競争力を有しており、
それを保っている。（対米・対日 RCA2~1.5）組み立て型重工業では、中国は第 16 部（機
械・電気機器および部品）において日米両国に対し競争力を有しており、上昇していたが、
直近で低下がみられる。（対米 RCA0.86~1.94、対日 RCA0.5~1.71） 
       第 12 図 中国の農林水産物の対日本 RCA 
 
出所：WTO データより筆者算定 
      第 13 図 中国の鉱業生産物の対日本 RCA 
 



























       第 14 図 中国の軽工業品の対日本 RCA  
 
出所：第 12 図と同じ 
       第 15 図 中国の素材型重工業製品の対日本 RCA 
 
出所：第 12 図と同じ 
 第 16 図 中国の組み立て型重工業製品の対日本 RCA 
 

















































比較優位指数 RCA（Revealed Comparative Advantage）を用いて明らかにした。貿易相手国
として米国と日本を取り上げ、まず、中国、米国、日本各々の産業別対世界の顕示比較優位
指数 RCA を用いて、長期的な産業の競争力の動きを把握したのち、HS コードにより分類
した産業分野（部）別に、中国の対米国 RCA 指数と対日本 RCA 指数を計測して、中国の
産業の国際競争力とその変化について明らかにした。 




低下していること、対日 RCA は、農林水産業については 2005 年までは 1 を上回り競争力
を有していたこと、が明らかになった。 
製造業においては、軽工業において非常に強い競争力を一貫して維持していること。特に、
日米両国に対して第 12 部（履物等）、第 11 部（繊維）、第 8 部（皮革等）に強い国際競争
力を有していること。それは低下する傾向にあるが、依然として重工業に比べて高い国際競
争力を有する部門であること（対米 RCA11~2、対日 RCA5~2.5）、が明らかになった。 
重工業においては、軽工業ほどの RCA 値はないが、素材型重工業では、第 13 部（石・
セメント・雲母等製品）が日米両国に対して RCA が 2 から 1.5 の値で推移しており国際競
争力を維持していること。中国は組み立て型重工業の第 16 部（機械・電気機器および部品）
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